
協議第３５号 
 
   商工・観光関係事業の取扱いについて（その２） 
 
 商工・観光関係事業の取扱いについて承認を求める。 
 
  平成 19 年 6 月 1 日 提出 
 

熊本市・富合町合併協議会会長 幸 山 政 史 
 
 
商工・観光関係事業の取扱いについて 

 
 

１ 企業立地促進事業については、熊本市の例により統合する。ただ 

し、合併時に富合町の条例に基づき指定を受けている企業等につい 

ては現行どおりとする。 

２ 商工会補助金については、現行どおり存続する。 

３ 商工・観光関係事業のうち、下記の熊本市のみの事業については、

新市の事業として継続する。 
・中小企業団体等支援事業 
・中小企業金融対策事業 
・経営相談事業 
・労働環境・福祉向上事業 
 

平成１９年 ７月 ３日    原案承認 ・ 修正承認 ・ 継続審議 
 



合併協議項目事業一覧

 協議番号 枝番号 協　議　項　目 部会名 提案 備考

35

1 新規創業支援事業 経済振興部会 第２回 第３回 ○承認 熊本市のみ

2 新産業分支援事業 経済振興部会 第２回 第３回 ○承認 熊本市のみ

3 雇用対策事業 経済振興部会 第２回 第３回 ○承認 熊本市のみ

4 職業技能向上支援事業 経済振興部会 第２回 第３回 ○承認 熊本市のみ

5 商店街振興事業 経済振興部会 第２回 第３回 ○承認 熊本市のみ

6 工業活性化支援事業 経済振興部会 第２回 第３回 ○承認 熊本市のみ

7 中小企業人材育成支援事業 経済振興部会 第２回 第３回 ○承認 熊本市のみ

8 観光イベント関連事業 経済振興部会 第２回 第３回 ○承認 熊本市のみ

9 物産振興事業 経済振興部会 第２回 第３回 ○承認 熊本市のみ

10 工芸振興事業 経済振興部会 第２回 第３回 ○承認 熊本市のみ

11 企業立地促進事業 経済振興部会 第４回

12 商工会補助金 経済振興部会 第４回

13 中小企業団体等支援事業 経済振興部会 第４回 熊本市のみ

14 中小企業金融対策事業 経済振興部会 第４回 熊本市のみ

15 経営相談事業 経済振興部会 第４回 熊本市のみ

16 労働環境・福祉向上事業 経済振興部会 第４回 熊本市のみ

（商工・観光関係事業）

商工・観光関係事業の取扱い

承認／継続



熊本市・富合町合併協議会 項目別調整内容 
作業部会名：経済振興部会 

協議項目 ３５ 商工・観光関係事業の取扱い 小項目名 １１ 企業立地促進事業 

調整方針 
 

熊本市の例により統合する。ただし、合併時に富合町の条例に基づき指定を受けている企業等については現行どおりとする 

 

調査 現       況 
市町名 熊 本 市 富 合 町 

調整の具体的内容 

市
町
別
内
容 

 

企業立地促進事業 

【事業目的】 

環境・情報通信等の新規成長分野をはじめ、雇用吸収力が高

く波及効果が大きい製造業を軸に本市への立地を促進する

ことにより、雇用の場の拡大・市民所得の向上など経済の活

性化を図る。 

  

【事業内容】 

○企業立地促進条例等に基づく立地促進 

 ・条例に基づく立地促進は補助金で対応 

 

平成 16 年度決算  11,633 千円 

平成 17 年度決算 133,941 千円 

平成 18 年度予算 143,407 千円 

 

企業立地促進事業 

【事業目的】 

富合町における工業等の開発を促進するため、本町内に工場等を

新設し、又は増設する者に対し、町税の不均一課税又は便宜の供

与を行い、もって本町産業の振興を図ることを目的とする。 

 
 

【事業内容】 

○富合町工場等設置奨励条例に基づく立地促進 

・条例に基づく立地促進は固定資産税の不均一課税で対応 

 

熊本市の例により統合する。 

ただし、合併時に富合町の条例に基づき指

定を受けている企業等については現行どお

りとする。 

 



熊本市・富合町合併協議会 項目別調整内容 
作業部会名：経済振興部会 

協議項目 ３５ 商工・観光関係事業の取扱い 小項目名 １２ 商工会補助金 ① 

調整方針 
 

現行どおり存続する 

 
調査 現       況 
市町名 熊 本 市 富 合 町 

調整の具体的内容 

市
町
別
内
容 

熊本商工会議所  

（1）会員数 6,599  

（2）年会費 個人 月 500 円 

         法人 月 1,000 円 

 

 

 

 

託麻商工会  

（1）会員数 1,174 

（2）年会費  個人 月 800 円 

             法人 月 1,000 円 

 

 

 

 

北部商工会  

（1）会員数 309 

（2）年会費  個人 月 1.000 円 

         法人 月 1,500 円 

 

 

 

 

富合町商工会 

（1）会員数 199 

（2）年会費 

    個人 月 1,000 円 

    法人 月 1,500 円 

（3）補助金額  

平成 17 年度決算 3,592 千円 

平成 18 年度予算 3,500 千円 

 

（4）委員会 ８委員会 

       ・正副会長、指導員会 

       ・金融審査会 

       ・商業部委員会 

       ・工業部委員会 

       ・広報委員会 

       ・研修事業委員会 

       ・福祉活動委員会 

       ・地域振興委員会 

 

 

 

 

 

次頁へ続く

 

現行どおり存続する。 

(3) 補助金額 

平成 17 年度決算 12,150 千円 

平成 18 年度予算 12,150 千円 

（3）補助金額 

平成 17 年度決算 4,050 千円 

平成 18 年度予算 4,050 千円 

(3) 補助金額 

平成 17 年度決算 4,050 千円 

平成 18 年度予算 4,050 千円 



熊本市・富合町合併協議会 項目別調整内容 
作業部会名：経済振興部会 

協議項目 ３５ 商工・観光関係事業の取扱い 小項目名 １２ 商工会補助金 ② 

調整方針 
 

 

 
調査 現       況 
市町名 熊 本 市 富 合 町 

調整の具体的内容 

市
町
別
内
容 

河内商工会 

（1）会員数 204 

（2）年会費   個人 月 1,000 円 

         法人 月 1,500 円 

 

 

 

飽田商工会 

（1）会員数 169 

（2）年会費     個人 月 900 円 

              法人 月 1,100 円 

 

 

  

 

 

天明商工会 

（1）会員数 223 

（2）年会費    個人 月 1,250 円 

               法人 月 1,250 円 

(3) 補助金額 

平成 17 年度決算 3,645 千円 

平成 18 年度予算 3,645 千円 

(3) 補助金額 

平成 17 年度決算 2,835 千円 

平成 18 年度予算 2,835 千円 

(3) 補助金額 

平成 17 年度決算 3,969 千円 

平成 18 年度予算 3,969 千円 

 



熊本市・富合町合併協議会 項目別調整内容 
作業部会名：経済振興部会 

協議項目 ３５ 商工・観光関係事業の取扱い 小項目名 １３ 中小企業団体支援事業 

調整方針 
 

新市の事業として継続する 

 
調査 現       況 
市町名 熊 本 市 富 合 町 

調整の具体的内容 

市
町
別
内
容 

1. 中小企業団体への助成 

熊本県中小企業団体中央会  補助金額 

(1)会員数 655 組合    平成 17 年度決算 1,800 千円

(2)年会費 19,200 円    平成 18 年度予算 1,800 千円

 

熊本市商店街連合会     補助金額 

(1)会員数 36 商店街    平成 17 年度決算 900 千円 

(2)年会費 84,000 円    平成 18 年度予算 900 千円 

～18,000 円 

 

熊本県商店街振興組合連合会 補助金額 

(1)会員数 24 組合     平成 17 年度決算 225 千円 

(2)年会費 240,000 円    平成 18 年度予算 225 千円 

 

 

2. 中小企業振興助成条例に基づく助成 

 中小企業の経営基盤の強化や中小企業の高度化に関する

事業に助成する。 

   

  平成 17 年度決算 28,761 千円 

  平成 18 年度予算 30,000 千円 

 

該当なし 

 

合併後は、富合町域を含む全市域を対象と

して事業を実施する。 

 



熊本市・富合町合併協議会 項目別調整内容 
作業部会名：経済振興部会 

協議項目 ３５ 商工・観光関係事業の取扱い 小項目名 １４ 中小企業金融対策事業 ① 

調整方針 
 

新市の事業として継続する 

 
調査 現       況 
市町名 熊 本 市 富 合 町 

調整の具体的内容 

市
町
別
内
容 

 

（1）(特)商工振興資金貸付事業 

 融資枠を確保するとともに肥後銀行他7金融機関へ貸付原

資を預託する。 

【融資制度】 

 ①小口資金 ②無担保無保証人資金 ③経営安定資金 ④起

業化支援資金 ⑤特別短期資金 ⑥中元年末資金 ⑦経営安定

特例資金 ⑧経済環境変動対策資金 ⑨公害防止施設資金 ⑩

地下水使用合理化設備資金 ⑪高度化資金 

・平成 16 年度決算 3,343,000 千円 

・平成 17 年度決算 3,343,000 千円 

・平成 18 年度予算 3,343,000 千円 

 

（2）利子補給金 

 公衆浴場営業者、伝統工芸営業者、倒産関連中小企業者、

アスベスト飛散防止と上記④、⑦、⑨、⑩の制度利用者に利

子を補給する。 

・平成 16 年度決算 1,905 千円(補給件数：41 件) 

・平成 17 年度決算 2,283 千円(補給件数：41 件) 

・平成 18 年度予算 5,000 千円 

 

 

該当なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次頁へ続く

 

合併後は、富合町域を含む全市域を対象と

して事業を実施する。 



熊本市・富合町合併協議会 項目別調整内容 
作業部会名：経済振興部会 

協議項目 ３５ 商工・観光関係事業の取扱い 小項目名 １４ 中小企業金融対策事業 ② 

調整方針 
 

 

 
調査 現       況 
市町名 熊 本 市 富 合 町 

調整の具体的内容 

市
町
別
内
容 

 

（3）信用保証料補給金 

 上記①、②、④、⑦、⑨、⑩の制度利用者に信用保証料を

補給する。 

・平成 16 年度決算 65,971 千円(補給件数：1,219 件) 

・平成 17 年度決算 70,146 千円(補給件数：1,222 件) 

・平成 18 年度予算 69,800 千円 

 

（4）中小企業対策融資保証料補助 

 上記③、④、⑤、⑦、⑧、⑨、⑩の制度について、信用保

証料が一般分より低減されている分を信用保証協会へ補助

する。 

・平成 16 年度決算 13,200 千円 

・平成 17 年度決算 11,323 千円 

・平成 18 年度予算 11,900 千円 

 

 

  

 

 



熊本市・富合町合併協議会 項目別調整内容 
作業部会名：経済振興部会 

協議項目 ３５ 商工・観光関係事業の取扱い 小項目名 １５ 経営相談事業 ① 

調整方針 
 

新市の事業として継続する 

 
調査 現       況 
市町名 熊 本 市 富 合 町 

調整の具体的内容 

市
町
別
内
容 

 

(1)中小企業経営サポートプラザ運営経費 

 経営革新、経営改善、創業等の多岐にわたるニーズに的確

に対応し、中小企業の経営基盤の強化を図る。(開館時間：

火～土 9：00～20：00) 

【内容】(平成 16 年 10 月開所) 

・中小企業診断士による無料経営(創業)相談、金融専門相談

員による相談(アドバイス)、交流スペースの設置、経営支援

ホームページやメールマガジンによる情報提供、資料等の貸

し出し 

・平成 16 年度決算  4,032 千円(相談件数：129 件) 

・平成 17 年度決算 14,060 千円(相談件数：391 件) 

・平成 18 年度予算 15,600 千円 

 

(2)経営相談事業 

 中小企業診断士や弁護士等の専門家が中小企業の診断や

問題解決のための相談、社内研修等の講師派遣等を実施し、

専門的かつ高度な問題解決の助言等を行うステップアップ

事業を実施する。 

・平成 16 年度決算 2,988 千円(診断件数：11 件) 

・平成 17 年度決算 2,029 千円(診断件数：23 件) 

・平成 18 年度予算 3,105 千円 

 

該当なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次頁へ続く

 

合併後は、富合町域を含む全市域を対象と

して事業を実施する。 



熊本市・富合町合併協議会 項目別調整内容 
作業部会名：経済振興部会 

協議項目 ３５ 商工・観光関係事業の取扱い 小項目名 １５ 経営相談事業 ② 

調整方針 
 

 

 
調査 現       況 
市町名 熊 本 市 富 合 町 

調整の具体的内容 

市
町
別
内
容 

 

(3)起業家育成塾開催経費 

 大学生や創業を志す市民を対象に、起業に必要なノウハウ

を学ぶセミナーを熊本学園大学と共催で開催する。(10～12

月の毎週土曜日、計 9回開催) 

・平成 16 年度決算 500 千円(受講者数：47 名) 

・平成 17 年度決算 500 千円(受講者数：33 名) 

・平成 18 年度予算 500 千円 

 

(4)チャレンジフロア運営経費 

 創業を志す市民や創業間もない事業者の円滑な成長を支

援するため、商売の実践の場を提供するチャレンジフロアを

管理運営する。 

(産文会館地階に平成 18 年 1 月開所) 

・平成 17 年度決算 12,419 千円 

・平成 18 年度予算 10,500 千円 

  

 



 

熊本市・富合町合併協議会 項目別調整内容 

 

作業部会名：経済振興部会

協議項目 ３５ 商工・観光関係事業の取扱い 小項目名 １６ 労働環境・福祉向上事業 ① 

調整方針 新市の事業として継続する 

 

調  査 現           況 

市町名 熊  本  市 富  合  町 
調整の具体的内容 

市
町
別
内
容 

 

（1）労働者福祉向上事業 

労働者の福祉の推進や、労働環境の改善等について活動

している団体に対し支援を行う。 

16 年度決算 1,400 千円 

17 年度決算 1,110 千円 

18 年度予算 1,400 千円 

 

（2）中退金共済助成（生活基盤の安定）事業 

  中小企業退職金共済制度に加入した事業所に対して掛

け金の一部を助成することにより、中小企業退職金共済制

度への加入促進を図る。 

16 年度決算 8,322 千円 

17 年度決算 9,359 千円 

18 年度予算 12,000 千円 

 

（3）勤労者福祉センター管理運営事業 

職業相談室を設置し、中高年齢者の就労促進を図るとと

もに、健康相談及びスポーツ・教養・趣味等の講座を通じ

て、勤労者の福利厚生の充実を図る。財団法人熊本市勤労

者福祉センターに委託している。 

16 年度決算 48,621 千円 

17 年度決算 44,087 千円 

18 年度予算 48,148 千円 

 

 

 

 

 

 

該当なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次頁へ続く

 

合併後は、富合町域を含む全市域を対象として事

業を実施する。 



 

熊本市・富合町合併協議会 項目別調整内容 

 

 

作業部会名：経済振興部会

協議項目 ３５ 商工・観光関係事業の取扱い 小項目名 １６ 労働環境・福祉向上事業 ② 

調整方針  

 

調  査 現           況 

市町名 熊  本  市 富  合  町 

調整の具体的内容 

市
町
別
内
容 

 

（4）中小勤福祉共済補助事業 

会員制の共済制度を実施することにより、中小企業勤労

者の福利厚生の充実を図る。財団法人熊本市勤労者福祉セ

ンターが実施している。 

16 年度決算 32,400 千円 

17 年度決算 32,400 千円 

18 年度予算 32,400 千円 

 

（5）技能者表彰事業 

本市産業の発展に尽くした技能者を表彰することによ

り、技能者の地位及び技能水準の向上を図る。 

16 年度決算 2,649 千円 

17 年度決算 2,148 千円 

18 年度予算 2,623 千円 
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